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（結果の要約） 
 女性においては、高校後進学率（大学等進学率）が低いほど、強化モデル事

業市町村別実施割合が大きいほど、人口あたりの電話相談執行額が大きいほど、

平成 21〜23 年自殺率減少が統計学的に有意に大きかった。 


